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無人航空機に係る規制の運用における解釈について 

 

 

１．航空法第２条第 22 項関係 

 （１）無人航空機 

    航空法の一部を改正する法律（平成 27 年９月 11 日法律第 67 号）により、次のと

おり、「無人航空機」の定義が新たに追加された。 

 

     無人航空機：航空の用に供することができる飛行機、回転翼航空機、滑空機、

飛行船その他政令で定める機器（※）であって構造上人が乗ること

ができないもののうち、遠隔操作又は自動操縦（プログラムにより

自動的に操縦を行うことをいう。）により飛行させることができる

もの（その重量その他の事由を勘案してその飛行により航空機の航

行の安全並びに地上及び水上の人及び物件の安全が損なわれるお

それがないものとして国土交通省令で定めるものを除く。）をいう。 

※現在、政令で定める機器はない。 

 

    ここで、上記の解釈は次のとおりである。 

    ○「構造上人が乗ることができないもの」とは、当該機器の概括的な大きさや潜

在的な能力を含めた構造、性能等を確認することにより、これに該当すると判

断されたものをいう。 

    ○「遠隔操作」とは、プロポ等の操縦装置を活用し、空中での上昇、ホバリング、

水平飛行、下降等の操作を行うことをいう。 

    ○「自動操縦」とは、当該機器に組み込まれたプログラムにより自動的に操縦を

行うことをいう。具体的には、事前に設定した飛行経路に沿って飛行させるこ

とができるものや、飛行途中に人が操作介入することができず離陸から着陸ま

で完全に自律的に飛行するものが存在する。 

 

 



 

 （２）無人航空機から除かれるもの 

    航空機の航行の安全並びに地上及び水上の人及び物件の安全が損なわれるおそれ

がないものとして、航空法施行規則第５条の２により、重量が 200 グラム未満のも

のは無人航空機の対象からは除外される。 

    重量が 200 グラム未満の無人航空機は、飛行可能時間等の機能・性能が限定され

ており、墜落等により人や物件に衝突した場合であっても、その被害はきわめて限

定的であると考えられるとともに、主に屋内等の狭い範囲内での飛行となることに

よるものである。 

    ここで、「重量」とは、無人航空機本体の重量及びバッテリーの重量の合計を指し

ており、バッテリー以外の取り外し可能な付属品の重量は含まないものとする。 

 

 

２．航空法第 132 条関係【飛行の禁止空域】 

  人又は家屋の密集している地域においては、無人航空機の不具合等による落下により、

地上及び水上の人及び物件に対して危害を及ぼす蓋然性が高くなることから、航空法第

132条第２号により、この地域の上空における無人航空機の飛行を禁止するものである。 

  ただし、人口集中地区内であっても、地域の実情や無人航空機に対する様々なニーズ

があることを踏まえ、地上及び水上の人及び物件の安全が損なわれるおそれがないと認

められる場合には、国土交通大臣が告示で定める地域（※）については、人又は家屋の

密集している地域から除外する。 

  なお、人口集中地区内の私有地内における飛行であっても、強風等により予期せぬ場

所に飛ばされることも想定されるため、人口集中地区内である限り、飛行の禁止空域に

該当する。 

 ※現在、人又は家屋の密集している地域から除外する地域として告示で定める地域はな

い。 

 

 

３．航空法第 132 条の２関係【飛行の方法】 

 （１）日中における飛行 

    夜間では、無人航空機の位置や姿勢だけでなく、周囲の障害物等の把握が困難に

なり、無人航空機の適切な制御ができず墜落等に至るおそれが高まることから、航

空法第 132 条の２第１号により、日中のみ（日出から日没までの間）の飛行に限定

することとしている。 

    ここで、「日出から日没までの間」とは、国立天文台が発表する日の出の時刻から

日の入りの時刻までの間をいうものとする。したがって、「日出」及び「日没」につ

いては、地域に応じて異なる時刻を表す。 

 

 （２）目視の範囲内での飛行 

    飛行させる無人航空機の位置や姿勢を把握するとともに、その周辺に人や障害物



 

等がないかどうか等の確認が確実に行えることを確保するため、航空法第 132 条の

２第２号により、目視により常時監視を行いながらの飛行に限定することとしてい

る。 

    ここで、「目視」とは、無人航空機を飛行させる者本人が自分の目で見ることをい

うものとする。このため、補助者による目視は該当せず、また、モニターを活用し

て見ること、双眼鏡やカメラ等を用いて見ることは、視野が限定されるため「目視」

にはあたらない。 

 

 （３）地上又は水上の人又は物件との間に一定の距離を確保した飛行 

    飛行させる無人航空機が地上又は水上の人又は物件と衝突することを防止するた

め、航空法第 132 条の２第３号により、当該無人航空機とこれらとの間に一定の距

離（30ｍ）を確保して飛行させることとしている。 

    ここで、航空法第 132 条の２第３号の規定は、飛行する無人航空機の衝突から人

又は物件を保護することが趣旨であることから、一定の距離（30ｍ）を保つべき人

又は物件とは、次のとおりと解釈される。 

    ○「人」とは、無人航空機を飛行させる者及びその関係者（無人航空機の飛行に

直接的又は間接的に関与している者）以外の者をいう。 

    ○「物件」とは、次に掲げるもののうち、無人航空機を飛行させる者及びその関

係者（無人航空機の飛行に直接的又は間接的に関与している者）が所有又は管

理する物件以外のものをいう。 

     ａ）中に人が存在することが想定される機器（車両等） 

      ｂ）建築物その他の相当の大きさを有する工作物 

 

     具体的な例として、次に掲げる物件が本規定の物件に該当する。 

      車両等：自動車、鉄道車両、軌道車両、船舶、航空機、建設機械、港湾のクレ

ーン 等 

      工作物：ビル、住居、工場、倉庫、橋梁、高架、水門、変電所、鉄塔、電柱、

電線、信号機、街灯 等 

     ※なお、以下の物件は、本規定の趣旨に鑑み、本規定の距離を保つべき物件に

は該当しない。 

       ａ）土地（田畑用地及び舗装された土地（道路の路面等）、堤防、鉄道の線

路等であって土地と一体となっているものを含む。） 

       ｂ）自然物（樹木、雑草 等）    等 

 

 （４）多数の者の集合する催し場所上空以外の空域での飛行 

    多数の者の集合する催しが行われている場所の上空においては、無人航空機を飛

行させた場合に故障等により落下すれば、人に危害を及ぼす蓋然性が高いことから、

航空法第 132 条の２第４号により、一時的に多数の者が集まるような催し場所上空

以外の空域での飛行に限定することとしている。 



 

    どのような場合が「多数の者の集合する催し」に該当するかについては、催し場

所上空において無人航空機が落下することにより地上の人に危害を及ぼすことを防

止するという趣旨に照らし、集合する者の人数や密度だけでなく、特定の場所や日

時に開催されるものかどうか、また、主催者の意図等も勘案して総合的に判断され

る。 

 

    具体的な事例は次のとおりである。 

     ○該当する例： 

        航空法第 132 条の２第４号に明示されている祭礼、縁日、展示会のほか、

プロスポーツの試合、スポーツ大会、運動会、屋外で開催されるコンサート、

町内会の盆踊り大会、デモ（示威行為） 等 

     ○該当しない例： 

        自然発生的なもの（例えば、混雑による人混み、信号待ち 等） 

     

なお、上記に該当しない場合であっても、特定の時間、特定の場所に数十人が集合

している場合には「多数の者の集合する催し」に該当する可能性がある。 

   

 （５）危険物の輸送の禁止 

    無人航空機には、既に数 kg～10kg の物件を輸送する能力を有するものもあり、火

薬類、高圧ガス、引火性液体等の危険物を輸送することが十分に可能であるところ、

これらの物件を輸送する無人航空機が墜落した場合や輸送中にこれらの物件が漏出

した場合には、周囲への当該物質の飛散や機体の爆発により、人への危害や他の物

件への損傷が発生するおそれがあるため、航空法第 132 条の２第５号により、危険

物の輸送を禁止することとしている。 

    無人航空機による輸送を禁止する危険物については、航空法施行規則第 236 条の

５及び「無人航空機による輸送を禁止する物件等を定める告示」（平成 27 年 11 月 17

日付国土交通省告示第 1142 号）において定められている。 

    なお、当該飛行に必要不可欠であり、飛行中、常に機体と一体となって輸送され

る等の物件は、航空法施行規則第 236 条の５第２項における無人航空機の飛行のた

めに輸送する物件として、輸送が禁止される物件に含まれないものとする。 

具体的には次に掲げる物件が該当する。 

   ・無人航空機の飛行のために必要な燃料や電池 

   ・業務用機器（カメラ等）に用いられる電池 

   ・安全装備としてのパラシュートを開傘するために必要な火薬類や高圧ガス  等 

 

 （６）物件投下の禁止 

    飛行中に無人航空機から物件を投下した場合には、地上の人等に危害をもたらす

おそれがあるとともに、物件投下により機体のバランスを崩すなど無人航空機の適

切な制御に支障をきたすおそれもあるため、航空法第 132 条の２第６号により、物



 

件投下を禁止することとしたものである。 

    ここで、水や農薬等の液体を散布する行為は物件投下に該当し、輸送した物件を

地表に置く行為は物件投下には該当しない。 

 

 

４．捜索、救助等のための特例 

  航空法第 132 条の３は、事故や災害等の発生時における人命の捜索、救助等が極めて

緊急性が高く、かつ、公共性の高い行為であることから、当該捜索、救助等に支障が出

ないよう、航空法第 132 条の無人航空機の飛行の禁止空域に関する規定や航空法第 132

条の２の飛行の方法に関する規定の適用を除外することにより、捜索又は救助等の迅速

化を図ることを趣旨としたものである。 

  本特例については、航空法施行規則第 236 条の７により、以下の者に対して適用され

る。 

 （１）国又は地方公共団体 

 （２）国又は地方公共団体の依頼により捜索又は救助を行う者 

  また、国土交通省令で定める目的については、航空法施行規則第 236 条の８により、

「捜索又は救助」と定められているが、本規定における「捜索又は救助」とは、事故や

災害の発生等に際して人命や財産に急迫した危難のおそれがある場合において、人命の

危機又は財産の損傷を回避するための措置（調査・点検、捜査等の実施を含む。）を指し

ており、当該措置を目的として無人航空機を飛行させる場合については、本特例が適用

されることとなる。 

  なお、特例の対象となる飛行においても、飛行の安全性を確保することは言うまでも

ないことから、「航空法第 132 条の３の適用を受け無人航空機を飛行させる場合の運用ガ

イドライン」（平成 27 年 11 月 17 日付国空航第 687 号、国空機第 926 号）を参考にしつ

つ、無人航空機の使用者又は飛行させる者は、航空機の航行の安全並びに地上及び水上

の人及び物件の安全が損なわれることがないよう安全の確保を自主的に行う必要がある。 

   

  

５．屋内での無人航空機の飛行 

  建物内等の屋内での飛行については、航空法第 132 条及び第 132 条の２は適用されな

い。ここで、網等で四方・上部が囲まれた空間等については屋内として扱うものとする。 

 

 

 


